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対象となる企業像 

 労働条件や福利厚生といった職場の環境整備や、ターゲットに合わせて条件設定した
人材募集により、人材確保や定着を図り、人手不足に対応している好事例となる企業。 

 作業ルールの工夫や人材育成、ＩＴ導入等のソフト・ハード両面から、従業員の能力
発揮の最大化や生産性向上を図り、人手不足に対応している好事例となる企業。 
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① 人事・教育制度、賃金・就労条件の設定、福利厚生等において工夫を凝らすことで、若者のみなら
ず、女性や高齢者、外国人材等の多様な働き手から選ばれ、こうした人材がそれぞれの強みを発揮
している企業 
 子育て中の女性も積極的に採用し短時間勤務を可能にした 
 事業所内保育所を設けた 
 熟練の高齢者と若者をペアで仕事をさせるようにした／等 

 
② 新たな取り組みを行うことで、従業員や企業自体の成長へとつなげている企業 
 ノウハウ習得やネットワーク拡大を企図して、大企業勤務者を一時的に受け入れている 
（兼業・副業者の受け入れ）／等 

 
③ 生産性の向上へと結びつけている企業 
 既存の従業員の働き方を見直し、18時以降の完全退社日を設けた 
 AI等を導入し、人手を増やさず稼働時間の増加を図っている／等 
















